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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

 
(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 
２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

第一部 【企業情報】

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成15年3月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 5,489,820 7,813,768 9,728,341 9,009,501 8,995,324

経常利益又は経常損失(△) (千円) 86,369 210,939 △66,557 △137,438 △175,302

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) 94,814 121,594 △553,824 △212,934 △285,489

持分法を適用した 
場合の投資利益

(千円) ― ― ― ― ─

資本金 (千円) 396,253 396,253 638,503 639,128 601,278

発行済株式総数 (株) 5,770 5,770 18,810 18,825 21,352

純資産額 (千円) 466,173 587,767 630,568 418,883 498,183

総資産額 (千円) 1,153,542 1,420,676 1,524,492 1,256,011 1,386,935

１株当たり純資産額 (円) 80,792.63 101,866.13 33,523.03 22,251.45 23,331.95

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円) 
(円)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

―
(―)

─
(─)

１株当たり当期純利益 
又は当期純損失(△)

(円) 17,825.66 21,073.49 △30,399.85 △11,316.67 △15,094.90

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ─

自己資本比率 (％) 40.4 41.4 41.4 33.4 35.9

自己資本利益率 (％) 29.4 23.1 ― ― ─

株価収益率 （倍） ― ― ― ― ─

配当性向 (％) ― ― ― ― ─

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △42,658 △198,130 160,201 64,839 △125,001

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △7,850 △47,591 △105,331 △67,022 △96,092

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 244,500 18,000 518,876 1,250 362,382

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 287,374 59,653 633,399 632,467 773,756

従業員数 (名)
16

〔11〕
15

〔13〕
18

〔21〕
18

〔26〕
24

〔20〕



３ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、第６期は潜在株式がないため、記載しておりません。第
７期は新株予約権を発行しておりますが、当社株式が非上場であり、かつ、店頭登録もしておらず、期中平
均株価の把握が出来ませんので記載しておりません。第８期、第９期及び第10期は、1株当たり当期純損失
であるため、記載しておりません。 

４ 自己資本利益率については、第８期から第10期は当期純損失を計上しているため、記載しておりません。 
５ 株価収益率については、第６期から第７期は当社株式が非上場であり、かつ、店頭登録もしておらず、期中

平均株価の把握が出来ませんので記載しておりません。第８期、第９期及び第10期は、１株当たり当期純損
失であるため、記載しておりません。 

６ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 
７ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。従業員数については就業人員を記載

しております。 
８ 証券取引法第193条の２の規定に基づき第６期の財務諸表については霞が関監査法人の監査を、第７期の財

務諸表については霞が関監査法人及び中央青山監査法人の監査を、第８期及び第９期の財務諸表については
中央青山監査法人の監査を、第10期の財務諸表についてはビーエー東京監査法人の監査を受けております。

９ 平成16年４月１日付で株式１株につき３株の分割を行っております。 

  



２ 【沿革】 

当社の前身は㈱ノジマのデジタルビジネス（DB）推進室であり、㈱エム・ディー・エム（現 楽天㈱）

が運営するショッピングモール「楽天市場」内の「ノジマ楽天市場店」、ヤフー㈱が運営する「Yahoo!

shopping」内の「でじこん!Yahoo店」、自社サーバーによる「でじこん!本店」の３店舗を運営しており

ました。平成12年７月にその営業全部を㈱ノジマの子会社である休眠中の㈱コンプジャパン（神奈川県相

模原市横山一丁目１番１号 設立 平成10年２月）が営業譲受けし、平成12年７月に同社商号を㈱イーネッ

ト・ジャパンに変更しております。 

  

 
  

年月 概要

平成12年12月
ソフトバンク・コマース㈱（現ソフトバンクBB㈱）との提携により自社店舗「でじこん！ソフト
館」をオープン

平成13年10月 日本レコードセンター㈱と提携、DVDソフト出荷業務全部を委託

平成13年11月 顧客層拡大のため、㈱JALカードと提携

平成13年11月
自社店舗「でじこん！本店」と「でじこん！ソフト館」を統合し、「でじこん！本店」としてリニ
ューアルオープン

平成13年12月
「でじこん!Yahoo店」をAV・家電中心の「でじこん!Yahoo店」とDVDソフト専門店「でじこん!映画
館」の二店に分割

平成14年４月 店舗名を「でじこん！」から「い～でじ!!」へ変更

平成14年４月 楽天㈱が運営する「楽天市場」にDVDソフト専門の「い～でじ!!シネマ」をオープン

平成15年３月 神奈川県相模原市西橋本一丁目16番18号へ本店移転

平成15年５月 ジェイアール東日本ネットステーション㈱と提携、DVDソフトの駅受取りサービスを開始

平成15年９月 佐川急便㈱と提携、DVDソフト以外の商品の出荷業務を委託

平成16年２月 本店を神奈川県相模原市から神奈川県川崎市麻生区万福寺一丁目１番１号へ移転

平成16年８月 大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」に株式を上場

平成16年９月
㈱ライブドアが運営する「Livedoorデパート」に「い～でじ!!ライブドア店」、 
「い～でじ!!ムービー」の2店舗オープン

平成16年12月 松下電器産業株式会社が運営する「Tナビ」に「い～でじ!!DVD通販」オープン

平成17年３月 KDDI株式会社が運営する公式サイト「EZweb」に携帯電話向け「い～でじ!!モバイル」を新規出店

平成17年７月 事業所を神奈川県川崎市から神奈川県横浜市中区尾上町6丁目90番へ移転

平成18年１月
楽天株式会社が運営する「楽天市場」及び、ヤフー株式会社が運営する「Yahoo!ショッピング」 
に おいて５年連続「グランプリ」賞（総合第１位）を受賞

平成18年３月 株式会社ウェィヴとの提携により音楽ＣＤの販売を開始

平成18年６月 日本テレホン㈱の通信販売事業の営業譲受け、関西営業所を設立

平成18年６月 本店を神奈川県川崎市から神奈川県横浜市中区尾上町６丁目90番地１へ移転

平成18年10月 長瀬産業㈱からDVD事業を譲受け

平成18年12月
KDDI株式会社が運営する「auモール」に「eでじ!! auモール店」、「eでじ!!Gamer's」、「eで
じ!!シアター」、「eでじ!!WAVE モバイル」の４店を開設



３ 【事業の内容】 

当社は、インターネットのウェブサイト及び携帯電話のサイトを通じ、「い～でじ!!」のブランドを用

いて商品を販売する形態をとっており、全国のお客様に、いつでもどこでも手軽にお買い物をお楽しみい

ただいております。現在は、自社サイトの他、インターネット・ショッピング・モール（注１）として最

大規模を誇る「楽天市場」及び「Yahoo!ショッピング」を中心に出店しており、その取扱商品及び販売構

成比は、DVDソフト：46.5％、ゲームソフト：14.6％、パソコン関連：13.7％、オーディオ・ビジュア

ル：12.5％、家電：8.3％、その他：4.4％となっております。 

なお、平成19年３月期の売上高は8,995,324千円を計上し、当社の会員登録数は約100万人を数えます。

  

当社事業の系統図は、次の通りであります。（商品の流れ） 

 

(注)１ インターネット・ショッピング・モール…楽天株式会社及びヤフー株式会社などのウェブサイト運営会社

の主催するウェブ上の仮想商店街 

  

２ 楽天株式会社によるインターネット・ショッピング・モール。当社は「い～でじ!!楽天市場店」・「い～

でじ!!シネマ」・「い～でじ!!ゲーム館」・「Media-Town 楽天市場」・「DVDirect 楽天市場」の５店

舗を運営 

  

３ ヤフー株式会社によるインターネット・ショッピング・モール。当社は「い～でじ!!Yahoo！店」・「い～

でじ!!映画館」・「WAVE Yahoo!店」・「Media-Town Yahoo!店」・「DVDirect Yahoo!店」の５店舗を運営

  

４  自社サイトの他、松下電器産業株式会社による「Tナビ」に「い～でじ!!ＤＶＤ通販」、KDDI株式会社運営

が運営する公式サイト「EZweb」に携帯電話向け「い～でじ!!モバイル」を同社が運営する「auショッピン

グモール」に「eでじ!! auモール店」・「eでじ!!Gamer's」・「eでじ!!シアター」・「eでじ!!WAVE モバ

イル」の４店舗を運営しております。 

  



当社は、家庭電化製品等の量販店を運営する株式会社ノジマ（以下、ノジマ）の連結子会社であり、同

社及び同社と緊密な者または同意している者の平成19年３月末日現在議決権の割合は56.6％であります。

当社は、ノジマ及び同社のグループ各社で構成されるノジマ・グループに属しておりますが、ノジマはグ

ループ戦略として当社をインターネット通信販売に特化した子会社と位置付けております。 

ノジマグループの事業系統図は次の通りであります。（灰色矢印は商品・役務の流れ、白矢印は人材の

流れを表す）。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 有価証券報告書の提出会社であります。 

２ 議決権の所有割合の〔 〕内は、緊密な者または同意している者の所有割合で外数となっております。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は、㈱ノジマからの出向者10名を含む就業人員数であります。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。 

３  臨時従業員には、パートタイマー及び嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いております。 

４ 平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。 

  

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

名称 本店の住所
資本金又は 
出資金 
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(親会社)

㈱ノジマ（注1） 神奈川県相模原市 4,295,745
AV(オーディオ・ビ
ジュアル)・家電等
の販売

―
51.0

〔5.6〕 
(注2) 
 

商品仕入 
事業所の一部を賃貸 
役員の兼任7名 
出向の受入10名

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

24〔20〕 36.4 1.9 3,232



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期における我が国経済は、原油価格の高騰や米国経済の減速という懸念事項はありましたものの、

企業業績の回復による積極的な設備投資の増加や雇用情勢の改善が進み、景気は緩やかな回復基調で推

移いたしました。 

 またＥコマース市場は、新技術・新製品の開発により今なお急速に拡大しておりますが、家電部門で

は引き続き激しい価格競争が繰り広げられております。 

 このような状況の下、当社では新たなサービス、取扱商品の多様化に努めてまいりました。平成18年

５月下旬には、株式会社WAVEと協力して、「WAVE Yahoo!店」を開店し、新たな取扱商品である音楽CD

の販売を開始いたしました。また日本テレホン株式会社からはインターネット通信販売事業を、長瀬産

業株式会社からはDVD事業を譲受け、会員を含む経営資源を引き続き有効活用いたしました。さらに携

帯電話市場の伸長状況を踏まえ、１２月にはKDDI株式会社運営の「auショッピングモール」に４店舗出

店し、新たな顧客層獲得と共に、売上高の増強を進めてまいりました。 

 これらの結果、「Yahoo! ショッピング ベストストア」賞を６年連続で獲得し、「auショッピングモ

ール」ではサイトオープン後40日ほどの運営で、「プラチナゲーム賞」を受賞いたしました。 

 一方、主力商品であるオーディオ・ビジュアル関連商品、DVDソフトおよび家電商品の売上高が伸び

悩み、苦戦が続きました。主力商品群の売上高低迷の原因は、オーディオ・ビジュアル関連につきまし

ては、売れ筋であるDVDレコーダー及びデジタルオーディオ機器等の商品確保が後手にまわったこと、

DVDソフトにおきましては、引き続き商品単価の下落がさらに進み競合他社とのDVDソフト割引競争率が

激化したこと、また家電商品につきましては、季節商品の販売が減少したこと等により、当初予想の売

上高および売上総利益を確保できませんでした。 

 販売費及び一般管理費につきましては、荷造運賃が、DVDソフトの単価下落による販売枚数の増加と

大型のハード商品販売数の増加のため、予想を上回ったことが主因となり、営業損益、経常損益ともに

損失を計上するに至りました。 

 この結果、当期の売上高は8,995百万円（前年比0.2％減）、営業損失は174百万円、経常損失は175百

万円となり、また、今後当社の核となる既存コンピュータシステムを業務全般の改革を図るべく全面的

に取り替えるため「固定資産の減損に係る会計基準」を適用し、既存ソフトウェア簿価金額110百万円

を減損損失として、特別損失に計上いたしましたので、当期純損失は285百万円となりました。 

 なお、積極的な事業展開と財務基盤強化を図ることを主たる目的として、平成19年3月22日を払込期

日とする、第三者割当増資により新株式（2,500株）を発行いたしました。 

 また、熊本邦彦元当社代表取締役社長及び戎弘一元当社取締役情報システム部長に対する損害賠償請

求に関する訴えにつきましては、引き続き係争中であります。 

  

当事業年度における主要商品群の状況は以下の通りであります。 

①オーディオ・ビジュアル関連商品  

  売れ筋であるDVDレコーダー及びデジタルオーディオ機器等の商品確保が後手に回った結果、売上高

1,124,802千円（前期比71.3％）、売上総利益141,358千円（前期比71.7％）となりました。 

  

②パソコン関連商品  



  商品構成を見直し、周辺機器を充実させた結果、売上高1,235,563千円（前期比106.8％）売上総利

益156,969千円（前期比125.5％）となりました。  

  

③家電品 

  季節商品の販売が減少した結果、売上高742,098千円（前期比100.1％）、売上総利益114,560千円

（前期比99.2％）となりました。  

  

④ＤＶＤソフト  

  引き続き商品単価の下落がさらに進み競合他社とのDVDソフト割引競争が激化した結果、売上高

4,183,000千円（前期比98.3％）、売上総利益271,206千円（前期比92.5％）となりました。 

  

⑤ゲーム  

  魅力的なソフトと携帯ゲーム機の発売に支えられた結果、売上高は1,315,935千円（前期比

124.4％）、売上総利益は153,933千円（前期比116.6％）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

営業活動よるキャッシュ・フローは125,001千円の支出（前事業年度は64,839千円の収入）となりま

した。これは、主に税引前当期純損失が283,256千円（前事業年度は税引前当期純損失212,018千円）で

あったものの、仕入債務が128,960千円増加（前事業年度は104,093千円の減少）したこと等によるもの

であります。 

  投資活動によるキャッシュ・フローは、96,092千円の支出（前事業年度は67,022千円の支出）となり

ました。これは、主に無形固定資産の取得及び事業の譲受けによるものであります。 

  財務活動によるキャッシュ・フローは、362,382千円の収入（前事業年度は1,250千円の収入）となり

ました。これは、新株予約権の行使による新株式の発行及び第三者割当増資によるものであります。 

 以上により、当事業年度末時点での現金及び現金同等物は、773,756千円（前事業年度は632,467千

円）となりました。 

  



２ 【仕入、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当事業年度における仕入実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

当事業年度における受注実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目 仕入高(千円) 前年同期比(％)

オーディオ・ビジュアル関連商品
983,942 71.6

パソコン関連商品
1,085,770 106.7

家電品
628,736 100.2

DVDソフト
3,912,877 98.4

ゲーム
1,157,310 124.1

その他
166,519 786.3

合計
7,935,156 99.8

品目 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

オーディオ・ビジュアル関連商品
1,122,289 71.4 10,896 81.3

パソコン関連商品
1,238,729 107.8 12,306 134.6

家電品
741,745 100.2 6,260 94.7

DVDソフト
4,211,578 100.5 263,894 112.1

ゲーム
1,331,226 127.1 37,826 167.9

その他
396,647 175.8 9,419 140.6

合計
9,042,214 101.3 340,604 116.0



(3) 販売実績 

当事業年度における販売実績を品目別に示すと、次のとおりであります。 

  

 
(注)  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

品目 販売高(千円) 前年同期比(％)

オーディオ・ビジュアル関連商品 1,124,802 71.3

パソコン関連商品 1,235,563 106.8

家電品 742,098 100.1

DVDソフト 4,183,000 98.3

ゲーム 1,315,935 124.4

その他 393,923 179.4

合計 8,995,324 99.8



３ 【対処すべき課題】 

Ｅコマース市場は新規参入が続き、さらに拡大するものと思われます。しかし、特に当社取扱商品につ

いては、引き続き激しい価格競争にさらされるものと思われます。 

 このような状況を踏まえ、当社では業務の効率化とスピードアップを図るべく基幹となるコンピュー

タ・システムを改善しつつ、お客様に高品質・高性能の価値ある商品を、低価格で安心して購入いただけ

るよう、併せて創意工夫を凝らし、お客様に対しより高い「価値提供」を行ってまいります。 

 具体的には、本年４月に新たにオープンしたカー用品専門サイトに加え、当社自社サイトをより強化

し、お客様のニーズに合った商品の拡充を行い、商品開発を進めると共に、需要が見込めるモバイルコマ

ース市場においても、手軽に・簡単に買い物が楽しめるよう、お客様の希望に沿えるサービスの提供を目

指してまいります。 

 また、カスタマーケアを充実し、お客様に充分ご満足いただき、安心・納得して購入いただけるようサ

ポートし、商品・サービスともに信頼のある「い～でじ！！」ブランドを確立してまいります。 

 一方で、昨今の個人情報保護に関する社会的要請に鑑み、適正な業務運用の確立、事業活動を通じて取

得した個人情報を確実に保護することを目的とし、従業員個々に個人情報保護方針および個人情報保護マ

ネジメントシステム運用規程の遵守を徹底してまいります。 

 当社は、このようにして株主の皆様のご負託にお応えすべく、社内の全員が一丸となって業績向上に努

めてまいる所存であります。 



４ 【事業等のリスク】 

以下において、当社の事業展開上その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な

事項を記載しております。また、以下の記載は当社の事業に関連するリスクを完全に網羅するもので

はありませんので、ご留意下さい。 

  

１ 当社の事業の内容及びその特徴について 

(1) 特定事業への依存について 

当社の事業は、インターネットを介したオーディオ・ビジュアル・ＤＶＤソフト・ＰＣ関連・家

電・ゲームなどの通信販売でありますが、平成12年７月の創業以来インターネット通信販売に経営資

源を集中させて参りました。現状の当社事業において販売する商材は多品目にわたるものの、ＤＶＤ

ソフトに係る売上高の総売上高に占める割合は、下表の通り約50%となっております。 

 今後は、販売する商材の拡大に努めてまいりますが、今後DVDソフトの販売が停滞ないし下降に向

かった場合には、当社の将来の業績につき不確実性を与える要因であると考えられます。 

  

 
(注) 金額には消費税等は含んでおりません。 

  

(2)特定のショッピング・モールへの依存について 

当社は、インターネット上の通信販売に係る店舗を、主に楽天株式会社の運営する「楽天市場」及

びヤフー株式会社の運営する「Yahoo!Shopping」等のインターネット・ショッピング・モール(注１)

へ出店しておりますが、これらのショッピング・モールにおける出店に関連する受注高の総受注高に

占める割合は 90％を超えており、その依存度は極めて高いものとなっております。これらのショッ

ピング・モールは、事業開始当初の初期出店負担を軽減する経済性と、比較的容易に電子商取引を開

始できる簡便性を有し、中小規模の事業者の電子商取引への参入を容易にしており、大きな広がりを

見せております。当社におきましても、これらのショッピング・モールへの出店は、創業当初から進

めており、ショッピング・モール内で低価格を提示し広告効果を上げる当社の事業戦略と相俟って当

社のブランド価値の醸成に少なからず寄与して参りました。ただ、当社はこのような偏りのある出店

形態を改めるべく、現在自社サイトの更なるリニューアルに注力しており、自社サイトにおいて新規

商材の販売を順次行う予定であります。  

  しかしながら、今後これらのショッピング・モールにつき、システムトラブル等に起因する取引の

停止が起こること、ショッピング・モールの運営会社の事業に不測の事態が発生すること、ショッピ

ング・モールへの出店手数料が上昇すること、出店に関する契約が何らかの理由により継続されない

こと等により当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。   

 

     (注１) 楽天株式会社及びヤフー株式会社等のウェブサイト運営会社の主宰するウェブ上 

       の仮想商店街。 

期別

区分

平成18年３月期 平成19年３月期

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

ＤＶＤソフト 4,256,436 47.2 4,183,000 46.5

総売上高 9,009,501 100.0 8,995,324 100.0



(3) 特定の仕入先への依存について 

当社は、松下電器産業株式会社(以下、同社)からＤＶＤソフトを仕入れておりますが、同社からの

仕入高の総仕入高に占める割合は下表の通りであり、その依存度は極めて高いものとなっておりま

す。同社とは、「取引基本契約(売買契約)」を平成15年４月１日に締結しておりますが、安定的な仕

入先を確保したことによりＤＶＤソフトの販売量も伸張させることができ、このような仕入政策によ

り当社の業績は順調に拡大して参りました。  

  従って、当社の主要な商材であるＤＶＤソフトの仕入について、一社への依存が継続していること

により、取引基本契約が当社にとって不利な内容に変更された場合、またはその継続が困難になった

場合等には、当社事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

 
(注) 金額には消費税等は含んでおりません。 

  

(4) 特定の外注先への依存について 

当社は、インターネット上で商品の購買注文を受け、クレジット決済等の決済手段または入金を確

認した後、商品の発送を行う非対面販売により販売活動を行っております。このような一連の販売業

務のなかで、商品の発送及び代金引換業務を佐川急便株式会社へ委託しております。当該配送業務を

一社のみに集中して委託することにより、事務の効率化とスケールメリットによる外注コストの逓減

化を実現しております。 

 しかしながら、このような配送業務の一社への依存が継続している現在の状況は、その基本契約が

当社にとって不利な内容に変更された場合、またはその継続が困難となり代替的な配送業務の委託先

企業と同様の契約を締結できない場合等には、当社事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(5) 電子商取引拡大・伸長の可能性について 

一般消費者向けの電子商取引（Ｅコマース）の市場規模は、国内・国外において高い伸長率を見せ

るなど、その拡大に大きな期待がもたれております。パソコン通信から発生した電子商取引の歴史

は、現在ではインターネット通信の普及に歩を合わせる形で伸長してきております。また、パソコン

のほか携帯電話などモバイル端末の発達も、電子商取引の拡大に寄与するものと考えられておりま

す。 

 一般消費者向けの電子商取引（Ｅコマース）は、従来の通信販売の主要な購買勧誘媒体であったカ

タログ・テレビ・ラジオ・チラシ・ダイレクトメール等の媒体に比して、その情報量の多さや伝達速

度の速さ等から、代替媒体として将来的に広く浸透して行くことが予想されます。また、現在当社は

楽天市場に出店する店舗のほか、ＫＤＤＩ株式会社の運営する公式サイト「EZweb」に出店した店舗

において携帯電話を通信端末としたモバイル通信による販売形態も採用しておりますが、今後は、パ

ソコン以外の端末を用いた通信形態による通信販売も浸透していくことが予想されます。  

  インターネットによる通信販売は非対面販売の手法としては目下のところ必ずしも主流となってお

りません。そのためその拡大・伸長に関しての将来の予想はやや不透明な部分があります。光ファイ

バー技術などのブロードバンド通信インフラの整備が遅延することや、電子商取引をめぐる新たな法

的規制、電子決済・認証等の取引に係るトラブルの多発による個人の買い控え等により、電子商取引

の普及・伸張が停滞した場合には、電子商取引を販売取引の唯一の手段としている当社事業および業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

期別

区分

平成18年３月期 平成19年３月期

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

松下電器産業株式会社 3,878,237 48.8 3,613,361 45.5

総仕入高 7,947,602 100.0 7,935,156 100.0



  

(6) 他社との競争激化について 

当社の営んでいるインターネット通信販売事業は「楽天市場」および「Yahoo!Shopping」等のショ

ッピング・モールを利用することで中小事業者においても容易に参入が可能であることから、当社と

類似するサービスを提供する事業者は数多く存在します。また、リアル店舗を有しながらインターネ

ット通信販売も手がける兼業業者も数多く存在すること、インターネット以外の媒体による通信販売

もなお有力な販売形態であること等から、今後も激しい競争下に置かれるものと考えております。 

 かかる環境下において、当社はインターネット通信販売専門業者として早くから事業化を成し遂

げ、大手インターネット・ショッピング・モールにおいて 1)各モール内での広告宣伝効果を狙った

低価格路線 2)消費者サービスの充実 3)ユニークな企画等の点において他社との差別化に尽力し、創

業より大きく販売額を伸長させて参りました。 

 しかしながら、さらなる価格競争の激化により利益率の著しい低下を招くことや、大手資本のイン

ターネット通信販売事業への参入などによる当社競争力の低下を招くこと等の理由により、こうした

当社の差別化が予想通りに成果をあげることができない場合には当社事業及び業績に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

(7) 法的規制について 

当社の営むインターネット通信販売は、「特定商取引に関する法律」（以下、特定商取引法）にお

ける「通信販売業」に該当しております。特定商取引法では、販売条件などの広告を掲載する際に表

示すべき事項及び誇大広告の禁止を定めております。ただ、特定商取引法における消費者が購買後の

契約の撤回・解除を請求できる制度（以下、クーリングオフ制度）の対象事業は、「訪問販売業」お

よび「電話勧誘販売」に限定されており、「通信販売業」はその対象外となっております。しかしな

がら、事業者と消費者とのトラブルが多発すると、法改正により将来的に通信販売業に対してクーリ

ングオフ制度が適用される可能性があり、当社事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 当社の行っている事業は、以下の規制を受けております。 

 
また、通信販売業界では、トラブル解決と消費者からの信頼を確保するために、「通信販売業にお

ける電子商取引のガイドライン」（日本通信販売協会）を定め自主規制を行っており、当社もこのガ

イドラインに従っております。なお、インターネット関連ビジネスはいまだ歴史が浅く、規制の整備

も進んでおりませんが、電子商取引の拡大・伸張とともに規制が強化されまたは新設された場合に

は、当社事業および業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

監督官庁 規制法令 概要

公正取引委員会
不当景品類及び不当表示防止

法

表示・広告規制の一般法として、不当に顧客を誘引し公正な競争を阻害する行

為を規制している。

対象事業の所管官庁 個人情報の保護に関する法律
高度情報通信社会における個人情報の保護を目的に、個人情報の利用・公表な

どを規制している。

国家公安委員会
風俗営業等の規制及び業務の

適正化等に関する法律

風俗営業等について営業時間・営業区域・年少者の立ち入りを規制している。

当社事業においてはＤＶＤソフトの販売につき「無店舗型性風俗特殊営業」及

び「映像送信型性風俗特殊営業」の届出、入店時の年齢確認などの規制対象と

なっている。



(8) システムトラブルによるリスクについて 

当社の事業は、インターネット網を介したコンピューター同士のネットワークに依存しており、当

社は事業の信頼性および取引の安全性の観点からも、当社コンピューターシステムの管理に細心の注

意を払い、システム障害等のトラブルが発生することのないよう運営にあたっており、万一トラブル

が発生した場合においても短時間で復旧できるよう体制を整えております。  

  しかしながら、このような体制による管理にもかかわらず、自然災害や事故などの不測の事態が起

こった場合および当社役職員による過誤操作が生じた場合のほか、ハッカーなどの外部からの侵入、

または予想を遙かに超えた機能を持つ新しいタイプのコンピュータ・ウィルスによる不正行為が生じ

た場合等には、当社コンピューターシステムの機能低下、誤作動や故障などの深刻な事態を招く可能

性があります。また、このような場合には当社のコンピューターシステムから、ネットワークを通じ

て消費者のコンピューターへの影響も想定されます。  

  これらの事態が生じた場合には、インターネット通信を唯一の販売手段とする当社は営業取引に深

刻な影響を与え、当社事業および業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(9) 個人情報漏洩の可能性について 

当社は、楽天株式会社の運営する「楽天市場」およびヤフー株式会社の運営する「Yahoo!

Shopping」等のショッピング・モールにおける店舗や自社サイトにおける店舗において、それぞれ購

買を希望する消費者に対して会員登録を促し、購買に応じたポイント付与による値引きなどの特典を

設けております。 

 当社は、当該会員制度により消費者から提供を受ける個人プライバシー情報の取り扱いについては

細心の注意を払い厳重な管理を行っておりますが、ハッカーなどの不正に当社のコンピューターシス

テムに侵入しようとする者又は当社のコンピューターシステムに入ることのできる者により、当社の

顧客情報が違法に漏洩され不正に使用される事態が起こった場合には、当社顧客に損害を与えること

が想定されます。かかる事態は、当社の情報セキュリティシステムに対する信頼を大きく失墜させ、

当社事業および業績に影響を及ぼす可能性があります。  

  

(10)クレジットカードの不正利用について 

当社では、顧客との商品代金の主要な決済手段として、クレジットカードが大半を占めております

が、第三者のカード情報を搾取して利用する、いわゆる「なりすまし利用」が起こった場合には、当

社の損害となり業績に影響を与えることが想定されてます。当社としても、一定金額以上の注文に

は、事前に本人確認を行う等可能な限りの防衛策を講じておりますが、十分には未然防止ができない

可能性があります。 

  

２ 当社の事業体制について 

(1) 小規模組織であることについて 

当社は、平成19年３月31日現在、役員13名従業員24名(顧問２名、臨時従業員20名を含むまず）と

小規模な組織で運営されており、内部管理体制も規模に応じたものになっております。当社は、当社

事業に欠かすことのできないコア・コンピタンスへの人材登用のほか、業務内容に応じて適材を配置

しており、現状の規模においては適切かつ組織的な対応に十分な人員であると考えております。 

 今後は事業拡大に応じて、人員の増強、組織の整備により内部管理体制の一層の充実をはかる方針

でありますが、当社の事業拡大や人員増加に対して適切かつ十分な対応ができなかった場合には、当

社の経営活動に支障が生じる可能性があります。  



  

(2) 有能な人材の確保及び育成について 

当社は、常に変化し続けるインターネット通信販売業界において、今後の積極的な事業展開にあた

り多様な知識と先見性をもつ人材の登用を進める方針であります。しかしながら、インターネット関

連ビジネスに特有の高度な専門性などの面において、今後当社の必要とする人材を獲得することは容

易ではなく、適切かつ十分な人材の確保ができない可能性があります。当社はこのような事態に備

え、社員教育や採用・管理体制の一層の充実を図る予定でありますが、社員教育や採用・管理体制の

強化が順調に進まなかった場合、当社の業務運営に支障をきたす可能性があります。 

  

(3) 開発体制について 

インターネット関連の技術革新は早く、新サービスが日々生み出されております。当社が展開する

インターネットを通じた通信販売事業においても、顧客利便性や取引の安全性を高めるために、業界

内の各社が開発に注力しております。そのような環境下、当社は業界における競争力を高めるため

に、当社の運営するサイトにおける新機能追加によるサービス強化を進めていく方針であります。今

後の事業成長を確たるものにするために、開発要員の増員、拡充を進める必要があるものと考えてお

りますが、これらの体制整備が順調に進まない場合には、当社事業および業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

  

(4) 知的財産権について 

当社は、インターネット通信販売業を行う店舗のブランドとして「い～でじ!!」を用いており、関

連する商標権を６件取得しております。当該ブランドは、商標権の取得により法的に保護されている

とはいえ、他の事業者または個人などにより無断で商標を使用された場合には、当社ブランドの信頼

性が揺らぐ危険性があり、かかる事態が生じた場合には当社の事業に重大な影響を与える可能性があ

ります。一方で、インターネット関連事業において、競合他社が特許等を取得した場合、その内容に

よっては競争の激化または、当社への訴訟が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

  

(5) 請求遅延債権の発生について 

第８期決算締め切りの際、売掛金の一部に回収遅延が生じる問題が発生しました。これに対し当社

では十分な対策を講じておりますが、それが当社の想定通りに機能しない場合は、当社の事業に重大

な影響を与える可能性があります。 

  



３ 当社の業績等の推移について 

（１）当社の財政状況及び経営成績（当社や業界の歴史が浅いこと）について 

当社の設立は平成10年２月23日であり、実質的に事業を開始したのは平成12年７月からでありま

す。したがって期間業績比較を行うために十分な財務数値を得ることができません。また、当社の過

年度の経営成績だけでは今後の当社の経営成績の見通しを推測する判断材料として不十分な面がある

と考えられます。 

なお、当社の主要な経営指標の推移は以下のとおりであります。 

 
(注) １  当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る経営指標の推移については記載してお

りません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  証券取引法第193条の２の規定に準じて第６期の財務諸表については霞が関監査法人の監査を、第７期の財

務諸表については霞が関監査法人及び中央青山監査法人の監査を、第８期及び第９期の財務諸表については

中央青山監査法人の監査を、第10期の財務諸表についてはビーエー東京監査法人の監査を受けております。

  

(2) 売上高及び利益の季節変動等について 

当社の取扱商品の特性上、生活催事の変動により、当社の売上高及び経常利益は下期に偏る傾向が

あります。 

 
  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 5,489,820 7,813,768 9,728,341 9,009,501 8,995,324

経常利益又は経常損失 
(△)

(千円) 86,369 210,939 △66,557 △137,438 △175,302

当期純利益又は当期 
純損失(△)

(千円) 94,814 121,594 △553,824 △212,934 △285,489

純資産額 (千円) 466,173 587,767 630,568 418,883 498,183

総資産額 (千円) 1,153,542 1,420,676 1,524,492 1,256,011 1,386,935

第９期(平成18年３月期) 第10期(平成19年３月期)

上期 下期 上期 下期

売上高 (％) 45.9 54.1 42.5 57.5

経常損失 (％) 64.3 35.7 57.0 43.0



４ 今後の事業展開について 

(1) 新規販売形態の展開に伴うリスクについて 

当社は特定ショッピング・モールでの売上依存度が高いことを認識し、その転換を図っていく方針

であり、平成16年10月にリニューアルした自社サイトを中長期的に当社主力店舗とすべく、新規顧客

獲得による売上拡大に注力しております。そのためにも「楽天市場」および「Yahoo! Shopping」に

おける店舗との商品・サービス両面での差別化を図って参ります。また、商品検索機能（欲しい商品

を簡単に検索できる機能）・商品情報提供機能（商品の機能等の情報が簡単に検索できる機能）・決

済機能の改善をはじめＳＥＯ対策（注１）の強化、アフィリエイト・プログラム（注２）の充実等を

進め、取り扱う商材を大幅に拡大して顧客の利便性及び満足度の向上を図ってまいります。しかしな

がら、必要な人員の補強が当社の予定どおりに進まない場合、または他の何らかの理由により、自社

サイトの機能充実を図ることが遅れる場合には、当社事業および業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。    

 (注１） 各検索サイトの上位に表示されるための対策。 

  (注２）特定の個人または企業が自らの運営するWEBサイトに自ら選んだ他のサイトの広告を掲載

し、当該WEBサイトにアクセスした第三者がその広告を経由して商品を購入した場合、

広告主から一定の報酬を受け取るシステム。 

  

(2) コンピュータ・システムの改善について 

当社では業務の効率化とスピードアップを目指して、継続してコンピュータ・システム全般の改善

およびシステムの設備投資を進めて参ります。 

目下万全の準備を整え、早期改善を図る予定ですが、再構築したコンピュータ・システムが、当社

が期待した機能等を十分に発揮できなかった場合、当社事業および業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。  

  



５ 経営上の重要な契約等について 

当社は平成19年３月31日現在、下表のとおりビジネス展開上重要と思われる契約を締結しておりま

す。契約先とは密接な関係があり、相互利益のもとに事業を推進していることから、当該契約の解消の

可能性は低いと考えておりますが、契約が継続されない場合は当社事業及び業績に影響を及ぼす可能性

があります。 

(1) 商品仕入に関する契約 

  

 
  

(2) 物流業務に関する契約 

  

 
  

契約締結先 契約名 契約内容 契約期間

松下電器産業㈱ 取引基本契約 商品売買契約
平成15年４月１日から平成16年３月
31日まで 
以降１年毎の自動延長

契約締結先 契約名 契約内容 契約期間

佐川急便㈱
運送等業務委託
基本契約

当社の販売した商品の運送業務及び
その他付帯業務の委託に関する契約

平成15年９月15日から１年間。以降
１年毎の自動延長



６ その他 

(1) ストックオプションについて  

当社は経営参画意識の向上と業績に対する意欲や士気を高めることを目的として、平成15年６月25

日開催の定時株主総会と平成15年６月25日開催の取締役会の決議により、旧商法第280条ノ20および

第280条ノ21 並びに第280条ノ27の規定に基づく新株予約権（ストックオプション）を当社の取締

役、監査役および従業員に付与しております。当社が発行するストックオプションを目的とした新株

予約権は66個（198株：発行済株式総数に対して0.9％）であります。当該ストックオプションが権利

行使された場合には、新株式が発行され株式価値の希薄化が生じる可能性があります。 

  

(2) 親会社との関係について 

当社は、ジャスダック上場会社で家庭電化製品等の量販店を運営する株式会社ノジマ（以下、ノジ

マ）の連結子会社であり、同社および同社と緊密な者または同意している者の平成19年３月末日現在

の議決権の割合は56.6%であります。当社は、ノジマおよび同社のグループ各社で構成されるノジ

マ・グループに属しておりますが、ノジマはグループ戦略として当社をインターネット通信販売に特

化した子会社と位置付けており、ノジマにおいては実在店舗における販売に集中する戦略を採用して

おります。当社は、ＤＶＤソフト及び家庭電化製品等をインターネットを介して通信販売をしており

ノジマと商材において一部重複しております。しかしながら、神奈川県を中心とした関東圏にリアル

店舗を構え、来店可能な消費者に対して販売を行うノジマの販売市場と、インターネットを介して地

域を問わず販売を行うことができる当社の販売市場は異なる市場であると認識しております。そのよ

うな方向性の相違からもノジマ・グループにおいても独立性を確保することができるものと考えてお

ります。当社は、今後も事業の独自性の確保に努めて参りますが、ノジマ及び同社と緊密な者または

同意している者は当社の大株主であり、株主として、当社の経営方針に影響を及ぼす可能性がありま

す。  

  

(3) 関連当事者との取引について 

当社の親会社である㈱ノジマとの間に平成19年３月期において以下の取引があります。 

 
(注) １ 議決権等の被所有割合の〔 〕内は、緊密な者又は、同意している者の所有割合で、外数となっておりま

す。 

２ 商品の仕入条件は一般的仕入条件と同様であります。 

  

属性
会社等 

の名称

本店の住

所

資本金又 

は出資金 

(千円)

事業の内容 

又は職業

議決権等 

の所有 

(被所有)割合

(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 

(千円)
科目

期末残高

(千円)役員の 

兼任等

事業上 

の関係

親会社 ㈱ノジマ

神奈川

県相模

原市

4,295,745

AV(オーディ

オ・ビ ジ ュ

アル)・家電

等の販売

(被所有)

直接51.0

〔5.6〕

兼任７名
商品の購

入等
商品仕入 1,919,494 買掛金 255,582



５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は平成19年３月31日現在、下表のとおりビジネス展開上重要と思われる契約を締結しております。

なお、下記(1)、(2)契約先とは密接な関係があり、相互利益のもとに事業を推進していることから、当該

契約の解消の可能性は低いと考えておりますが、契約が継続されない場合は当社事業及び業績に影響を及

ぼす可能性があります。 

(1) 商品仕入に関する契約 

 
  

(2)物流に関する契約 

 
  

(3)日本テレホン㈱の事業の譲受けについて 

当社は、平成18年５月23日開催の取締役会において、日本テレホン㈱のインターネット通信事業

「ReBooooM：リブーム」の営業を譲受けることが決議され、平成18年６月１日をもって営業譲受を行っ

ております。 

 イ） 営業譲受の内容 

  日本テレホン㈱のインターネット通信事業に関わる事業の譲受け。 

 ロ） 譲受資産の額 

  のれん15,000千円 

 ハ） 譲受価額 

  譲受価額は15,000千円であります。 

 ニ） 譲受日 

  平成18年６月１日 

  なお、商標「ReBooooM」は、平成18年９月15日付で「MediaTown」に商標変更しております。 

  

(4)長瀬産業㈱の事業の譲受について 

当社は、平成18年９月15日開催の取締役会において、長瀬産業㈱のインターネット通信事業

「DVDIRECT」の事業を譲受けることが決議され、平成18年10月１日をもって事業譲受を行っておりま

す。 

 イ） 営業譲受の内容 

  長瀬産業㈱のインターネット通信事業に関わる事業の譲受け。 

 ロ） 譲受資産の額 

  のれん22,000千円、ソフトウェア15,000千円 

 ハ） 譲受価額 

  譲受価額は37,000千円であります。 

 ニ） 譲受日 

  平成18年10月１日 

  

契約締結先 契約名 契約内容 契約期間

松下電器産業㈱ 取引基本契約 商品売買契約
平成15年４月１日から平
成16年３月31日まで 
以降１年毎の自動延長

契約締結先 契約名 契約内容 契約期間

佐川急便㈱ 運送等業務委託基本契約
当社の販売した商品の運
送業務及びその他付帯業
務の委託に関する契約

平成15年９月15日から１
年間。以降１年毎の自動
延長



６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 経営成績の分析 

「１業績等の概要（1）業績」に記載しております。 

(2) 財政状態の分析 

①資産、負債の状況  

 流動資産は、前事業年度末に比べ182,455千円増加し1,289,507千円となりました。これは主に、

現金及び預金、売掛金の増加によるものであります。  

 固定資産は、前事業年度末に比べ51,530千円減少し97,428千円となりました。これは主に、無形固

定資産の減少によるものであります。 

  流動負債は、前事業年度末に比べ54,847千円増加し877,003千円となりました。これは主に、買掛

金の増加によるものであります。 

  固定負債は、前事業年度末に比べ3,223千円減少し11,748千円となりました。これは、主に退職給

付引当金の減少によるものであります。 

② キャッシュ・フローの状況 

「１. 業績等の概要 （２）キャッシュ・フローの状況」に記載しております。 

(3) 次期の見通し 

当期におけるわが国経済は、昨夏、個人消費は落ち込み、企業部門から家計部門への波及力には弱

さがみられますが、円安や原油価格の下落が企業収益に追い風となっているため、雇用でも持ち直し

の兆しを示しております。そのため景気拡大は勢いこそ感じにくいものでありますが、今後も持続力

を保ちそうに思われます。また、Eコマース市場は、通信技術の進歩と多様化により、特にインター

ネット通販は既存のリアル店舗チャネルからの需要シフトによって業績が急速な拡大を続けており、

それに伴う新規参入も多く、市場内の競争は激化の一途を辿っております。 

 当社におきましては、主力商品群であるデジタル家電を中心に販売を強化いたします。新規の取扱

として、カー用品専門サイト「Car Life CLUB （カーライフクラブ）」をオープンし、また、商品代

金決済方法及び商品配送形態を選択できる仕組みに取り組み、中古品の取扱を視野に入れた販売方法

の拡大をしてまいります。上期には新本店をオープンすること等により売上高の増加を目指します。

販売管理費につきましては、関西営業所の業務を本部へ統合することによる人件費等の削減、及び基

幹システムの改善による保守費用の削減等によりその減少を目指します。 

 これらにより、平成20年３月期の業績は、以下の通り売上高9,431百万円、経常利益2百万円、当期

純利益2百万円を予想しております。 

 
  

※ 上記の予想につきましては、現在当社が入手可能な情報に基づく当社の判断によるものであります。予想には様々

な不確定要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる可能性があります。 

  

（単位：百万円）

平成20年３月期平成19年３月期 増減率(％)

売上高 9,431 8,995 4.8

営業利益 2 △174 ―

経常利益 2 △175 ―

当期純利益 2 △285 ―



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当期の設備投資総額は58,486千円であり、主なものは自社サイトの機能充実に関わるシステム投資

54,547千円であります。 

  

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 現在休止中の主要な設備はありません。 

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。 

  

  

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

 (1) 重要な設備の新設等 

 特記すべき事項はありません。 

(2) 重要な設備の除却等 

特記すべき事項はありません。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(単位：千円)
従業員数
(名)

建物 器具備品 ソフトウェア 合計

本社 
(神奈川県横浜市)

自社サイト及び管理
システム等

─ 8,405 51,993 60,398
24

〔20〕

合計 ─ 8,405 51,993 60,398
24

〔20〕



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 69,000

計 69,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月22日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 21,352 21,352
大阪証券取引所
(ヘラクレス)

―

計 21,352 21,352 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

  

  ①新株予約権 

    旧商法第280条の21並びに第290条の27に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

 
(注) 1 新株予約権発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって、次

の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
また、新株予約権発行日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるも

のを除く。）、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとし

ます。 

  

 
２  平成16年２月12日開催の取締役会決議に基づき、平成16年４月１日付をもって普通株式１株を３株に分割し

ております。これに伴い、新株予約権の目的たる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額並びに行使によ

り株式を発行する場合の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

  

株主総会の特別決議日（平成15年６月25日）

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数 (個) 66（注）２ 66（注)２

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ──── ────

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 (株) 198 (注)２ 198 (注)２

新株予約権の行使時の払込金額 (円)
１株当たり83,334

 (注)２
同左

新株予約権の行使期間
平成17年９月１日～
平成21年８月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額 (円)

発行価格  83,334
資本組入額 41,667

同左

新株予約権の行使の条件

 権利行使時においても当社

の取締役、監査役もしくは従

業員等の地位にあることを要

する。ただし、任期満了によ

る退任、定年による退職の場

合はこの限りではない。 

 その他の条件は、本総会お

よび新株予約権発行の取締役

会決議に基づき、当社と新株

予約権の割り当てを受けた者

との間で締結する「新株予約

権割当契約書」で定める。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項

 新株予約権を譲渡するとき

は取締役会の承認を要するも

のとする。

同左

代用払込みに関する事項 ──── ────

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

──── ────

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額×
既発行株式数+新株発行（処分）株式数×1株当たり払込金額/1株当たり時価

既発行株式数＋新株発行（処分）株式数



(3) 【ライツプランの内容】 

  

         該当事項はありません。 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 

 
  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注)上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が３株含まれております。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年11月１日 
(注)１

770 5,770 96,250 396,253 96,250 96,250

平成16年４月１日 
(注)２

11,540 17,310 ― 396,253 ― 96,250

平成16年８月23日 
(注)３

1,500 18,810 242,250 638,503 354,375 450,625

平成17年10月31日 
(注)４

15 18,825 625 639,128 625 451,250

平成18年６月16日 
(注)５

― 18,825 △220,244 418,884 △451,250 ─

平成18年４月１日～ 
平成18年11月30日 
(注)６

27 18,852 1,125 420,009 1,125 1,125

平成19年３月22日 
(注)７

2,500 21,352 181,270 601,278 181,270 182,395

(注) １ 有償第三者割当 (割当先：松下電器産業㈱、日本
レコードセンター㈱ 他８名)

発行価格 250,000円 資本組入額 125,000円

２ 株式分割 平成16年3月31日最終の株式名簿に記載された株式に対し1株につき3株の割合を
もって分割

３ 有償一般募集 (ブックビルディング方式) 発行価格 430,000円 引受価額 397,750円

発行価額 323,000円 資本組入額 161,500円

４ 新株予約権の行使 発行価格 83,334円 資本組入額  41,667円

５ 減資 平成18年６月16日開催の定時株主総会の決議により、資本金220,244千円及び資
本準備金451,250千円減少し繰越損失を一掃

６ 新株予約権の行使 発行価格 83,334円 資本組入額 41,667円

７ 有償第三者割当 (割当先：㈱ノジマ） 発行価格 145,016円 資本組入額 72,508円

区分

株式の状況

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

0 4 12 20 2 1 1,703 1,742 ―

所有株式数 
(株)

0 377 397 14,494 23 11 6,050 21,352 ―

所有株式数 
の割合(％)

0 1.76 1.86 67.88 0.11 0.05 28.34 100.00 ―



(6) 【大株主の状況】 

平成19年３月31日現在 

 
  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年３月31日現在 

 
（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が３株（議決権３個）が含ま

れております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年３月31日現在 

 
（注）平成18年６月16日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条の規定によ

り、取締役会の決議によって市場引等で自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社ノジマ 神奈川県相模原市横山１丁目１番１号 10,900 51.05

ソフトバンクＢＢ株式会社 東京都港区東新橋１丁目９番１号 1,200 5.62

野島廣司 神奈川県相模原市 1,180 5.53

ヤフー株式会社 東京都港区六本木６丁目１０番１号 900 4.22

松下電器産業株式会社 大阪府門真市大字門真１００６番地 450 2.11

日立コンシューマ・マーケティ
ング株式会社

東京都台東区東上野２丁目７番地５号 300 1.41

日本レコードセンター株式会社
神奈川県厚木市長沼字北耕地２３５丁目７番
地

300 1.41

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜２丁目４番６号 274 1.28

株式会社ソニーファイナンスイ
ンターナショナル

東京都港区南青山１丁目１番１号 240 1.12

熊本 邦彦 東京都八王子市 200 0.94

計 ― 15,944 74.67

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 21,352 21,352 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 21,352 ― ―

総株主の議決権 ― 21,352 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに第280条ノ27の規定に基づ

き、当社取締役、監査役及び従業員に対して特に有利な条件をもって新株予約権を発行することを平

成15年６月25日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
(注) 1 新株予約権発行日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、それぞれの効力発生の時をもって、次

の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整による１円未満の端数は切り上げるものとします。 

 
また、新株予約権発行日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合（新株予約権の行使によるも

のを除く。）、次の算式により払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとし

ます。 

  

 
２  平成16年２月12日開催の取締役会決議に基づき、平成16年４月１日付をもって普通株式１株を３株に分割し

ております。これに伴い、新株予約権の目的たる株式の数、新株予約権の行使時の払込金額並びに行使によ

り株式を発行する場合の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

３  平成19年５月31日現在におきましては、付与対象者の数は退職により13名、新株予約権の権利行使により６

名減少し14名となり、それに伴い、新株予約権の数は64個、新株予約権の目的となる株式の数は192株各々

減少しております。  なお、平成19年５月31日現在の新株予約権の数、新株予約権の目的となる株式の数は

「（2）新株予約権等の状況」に記載の通りであります。 

  

決議年月日 平成15年６月25日

付与対象者の区分及び人数 (名)
当社取締役４
当社監査役２ 
当社従業員27

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 (株) 390（注）２

新株予約権の行使時の払込金額 (円)
１株当たり83,334

(注)２

新株予約権の行使期間
平成17年９月１日～
平成21年８月31日

新株予約権の行使の条件

 権利行使時においても当社の取締役、監査役もしくは従業員等の地位

にあることを要する。ただし、任期満了による退任、定年による退職の

場合はこの限りではない。 

 その他の条件は、本総会および新株予約権発行の取締役会決議に基づ

き、当社と新株予約権の割り当てを受けた者との間で締結する「新株予

約権割当契約書」で定める。

新株予約権の譲渡に関する事項  新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ─────

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

─────

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

調整後払込金額＝調整前払込金額×
既発行株式数+新株発行（処分）株式数×1株当たり払込金額/1株当たり時価

既発行株式数＋新株発行（処分）株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 

当該事項はありません。 

  
  

３ 【配当政策】 

当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保し

つつ、安定した配当を継続して実施していくことを基本方針としており、会社法459条の規定に基づき、

取締役会の決議によって配当を行うことができる旨及び取締役会決議により、毎年９月30日を基準日とし

て、中間配当を行うことができる旨を定めております。 

 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的方針としておりますが、第８期、第９

期及び第10期は共に当期純損失を計上しております。まずは当社の体質改善を進め、利益を挙げる企業と

なるべく最大の努力をする所存であります。体質完全後、利益還元につきましては、重要な経営課題とし

て認識しておりますので、各期の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を勘案しながら適宜利益還元を

検討いたしたいと存じます。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 株価は、大阪証券取引所市場(ヘラクレス)におけるものであります。 

２ 当社株式は、平成16年８月23日から大阪証券取引所市場(ヘラクレス)に上場されております。それ以前につ

いては、該当事項はありません。 

  

(2) 【最近６ヶ月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、大阪証券取引所市場(ヘラクレス)におけるものであります。 

  

回次 第６期 第７期 第８期 第９期 第10期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) ― ― 1,170,000 420,000 558,000

最低(円) ― ― 303,000 145,000 127,000

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 271,000 212,000 201,000 180,000 183,000 162,000

最低(円) 190,000 127,000 154,000 145,000 142,000 132,000



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役 
社長

事業戦略 
部長

野 島 亮 司 昭和54年１月24日生

平成17年１月
平成17年５月

当社入社 

当社管理統括部長

(注)４ ―平成17年６月 

平成18年10月 

平成19年６月

当社取締役管理統括部長 

当社取締役事業戦略部長 

当社代表取締役社長（現任）

取締役
管理統括 
部長

黒 田   稔 昭和22年５月27日生

平成17年７月
当社入社 

経理グループマネージャー
(注)４ ―

平成18年10月 

平成19年６月

当社執行役員管理統括部長 

当社取締役管理統括部長（現任）

取締役 - 野 島 廣 司 昭和26年１月12日生

昭和48年４月
㈲野島電気商会（現㈱ノジマ）入

社

(注)４ 1,180

昭和53年８月 同社取締役

平成 3年１月 同社専務取締役

平成 6年７月 同社代表取締役社長

平成 7年６月
㈱テレマックス代表取締役社長

（現任）

平成12年２月 ソロン㈱代表取締役社長（現任）

平成12年７月 当社代表取締役社長

平成13年６月 当社取締役

平成14年６月
㈱ブロードバンド・ジャパン代表

取締役社長（現任）

平成15年６月 ㈱ノジマ取締役兼代表執行役社長

平成16年２月 当社取締役辞任

平成17年６月 当社取締役（現任）

平成18年４月 ㈱ノジマ取締役兼代表執行役会長

平成19年６月
同社取締役兼代表執行役兼会長

（現任）

取締役 - 中 本   浩 昭和36年６月26日生

昭和59年４月
㈱日本ソフトバンク（現ソフトバ

ンク㈱）入社

(注)４ ―
平成13年６月

ソフトバンク・フレームワークス

㈱代表取締役社長（現任）

平成13年６月 当社取締役（現任）

取締役 - 佐 藤 丈 三
昭和47年10月４日生

平成10年４月 ㈱ノジマ入社

(注)４ ―

平成13年９月
㈱ノジマMK本部神奈川北エリアマ

ネージャー

平成15年10月
同社MK本部PC＆ハードソリューシ

ョンMDグループ長

平成17年６月
同社執行役MK本部PC＆ハードソリ

ューションMDグループ長

平成18年４月
同社執行役MD統括兼情報MDグルー

プ長（現任）

平成18年６月 当社取締役（現任）

平成18年10月
㈱ノジマ執行役物流グループ管理

長（現任）

取締役 - 中 塚 康 二 昭和37年５月21日生

昭和61年11月
㈱野島電気商会（現㈱ノジマ）入

社

(注)４ ―

平成15年４月 同社執行役員M&M統括本部本部長

平成15年６月 同社取締役兼執行役MK本部長

平成17年５月
同社取締役兼執行役マーケティン

グ福本部長兼MKグループ統括

平成18年４月
同社取締役兼常務執行役マーケテ

ィング本部長

平成18年５月 株式会社WAVE取締役（現任）

平成19年４月
㈱ノジマ取締役兼常務執行役販売

本部長兼販売推進部統括兼情報販

売推進グループ長（現任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

取締役 - 敷 島 為 久 昭和36年10月５日生
平成16年６月

株式会社インターデコ代表取締役

社長（現任） (注)４ ―

平成19年６月 当社取締役（現任）



 
（注）１ 取締役 野島亮司は、取締役野島廣司の子息であります。 

      ２ 取締役 中本浩、佐藤丈三、中塚康二、敷島為久は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

     ３ 監査役 野原 正廣、小林稔忠、庄司友彦、戸谷雅美、髙野健二は、会社法第２条第16号に定める社外監査役 

        であります。 

４ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

監査役 
(常勤)

- 野 原 正 廣 昭和20年11月13日生

昭和43年４月 ソニー商事㈱（現ソニーマーケテ

ィング㈱）入社

(注)５ ―

平成９年６月 ソニーマーケティング㈱業務改革

室シニアマネージャー

平成12年10月 ソニーマーケティング㈱人事部人

材開発ＧＰ

平成17年12月 当社顧問

平成18年６月 当社監査役（現任）

監査役 - 小 林 稔 忠 昭和11年10月10日生

昭和36年９月 東京証券取引所入所

(注)６ 25

昭和48年12月 日本勧業角丸証券㈱（現みずほイ

ンベスターズ証券㈱）入社

昭和62年８月 同社公開引受部長

平成元年８月 ㈱日本ソフトバンク（現ソフトバ

ンク㈱）入社

平成５年４月 ソフトバンク㈱常務取締役

平成９年７月 ㈱小林稔忠事務所開設 

同社代表取締役（現任）

平成10年２月 ㈱エムティーアイ監査役(現任)

平成11年５月 ㈱ベクター監査役（現任）

平成11年６月 ㈱インターネット総合研究所監査

役（現任）

平成12年６月 ㈱ぱど監査役（現任）

平成13年６月 当社監査役（現任）

平成16年６月 ㈱ノジマ取締役（現任）

監査役 - 庄 司 友 彦 昭和45年４月28日生

平成８年４月 ㈱ノジマ入社

(注)６ ―

平成13年６月 当社監査役（現任）

平成14年６月 ㈱ノジマ経理部長

平成15年６月 同社執行役経理グループ長

平成16年６月 

  

平成17年５月

同社取締役兼執行役経理グループ

長 

同社取締役兼執行役財務経理本部

長（現任）

平成19年６月 同社取締役員兼執行役企画管理部

長（現任）

監査役 - 戸 谷 雅 美 昭和26年７月13日生

昭和55年３月 司法研修終了

(注)７ ―

平成７年３月 三井安田法律事務所 

（パートナー）

平成15年６月 

平成16年５月

㈱ノジマ取締役（現任） 

オリック東京法律事務所代表弁護

士（現任）

平成16年６月 当社監査役（現任）

平成19年５月 スクワイヤ・サンダース外国法共

同事業法律事務所代表弁護士（現

任）

監査役 - 髙 野 健 二 昭和45年10月２日生

平成16年４月 公認会計士登録

(注)８ ―

平成16年７月 髙野会計事務所設立

平成16年８月 稲畑産業株式会社入社

平成19年５月 

平成19年６月

株式会社ノジマ入社 

当社監査役（現任）

計 1,205



の時までであります。 

５ 監査役野原正廣の任期は、平成18年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成22年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。 

６ 監査役小林稔忠及び庄司友彦の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係

る定時株主総会終結の時までであります。 

７ 監査役戸谷雅美の任期は、平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。 

８ 監査役髙野健二の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成23年３月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。 

  



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、経営が効率性と適法性を同時に確保

しつつ、健全に発展するために必要な経営統治体制の整備や施策を実施することであり、経営上の最

も重要な課題のひとつと位置付けております。さらに、この目的を実現するためにも、株主をはじめ

とする利害関係者の方々に対する経営情報の適時開示（タイムリー・ディスクロージャー）を通じて

より透明性のある経営を行ってまいります。 

  

(1) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の基本説明 

取締役会は、平成19年３月31日現在、取締役８名監査役５名で構成されており、毎月１回の定例開

催と必要に応じて臨時開催を行い基本事項を決定し、各取締役の職務の執行を監督しております。ま

た、月次決算につきまして毎月１回の定例取締役会において、予算と実績の比較検討を行い、迅速な

経営判断に役立てております。なお、当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。 

 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項に定める事項については、法令に特段の定めがある

場合を除き、取締役会決議によって定めることとする旨を定款で定めております。 

監査役会は平成19年３月31日現在、監査役５名(うち１名は常勤監査役)、構成され、監査役会で策

定された監査方針及び監査計画に基づき監査を実施しております。具体的には取締役会をはじめ他の

重要な会議において、監査役が常時出席し意見陳述を行うなど取締役の業務執行を常に監査できる体

制を整えております。また、監査役会は、会計監査人である監査法人と内部監査担当者との連携によ

り、適切な三様監査を執り行っております。 

  

②内部統制システム及びリスク管理体制の整備状況 

 当社の内部統制システムといたしましては、所管部署の責任者がリスク管理規程、内部監査規程、

コンプライアンス規程その他関係規程を整備し、適切に運用することにより、業務の適正を確保する

ための体制を整備し、内部統制の実効性の維持向上を図っております。 

  

③内部監査及び監査役監査の状況 

当社は、小規模な組織体であるため、独立した組織としての内部監査部門は設置しておりません

が、社長が随時内部監査担当者を任命し内部監査を実施しております。 

  

④会計監査の状況 

 当社の会計監査人であった中央青山監査法人（平成18年９月１日付でみすず監査法人に変更）は、

金融庁より平成18年７月１日から同年８月31日までの2ヶ月間の業務一部停止処分を受けましたため平

成18年７月１日付をもって当社の会計監査人としての資格を喪失し退任いたしましたので、当社監査

役会は平成18年７月３日に、ビーエー東京監査法人を一時監査人に選任いたしました。 

 なお、当社はビーエー東京監査法人の一時監査人としての任期満了に伴い、平成19年６月22日開催

の当社第10期定時株主総会においてビーエー東京監査法人を改めて当社の会計監査人とする旨決議し

ております。 

a. 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人 

   指定社員業務執行社員 原 伸之（ビーエー東京監査法人） 

   指定社員業務執行社員 若槻 明（ビーエー東京監査法人） 

b. 監査法人に係る補助者の構成 



   公認会計士 ２名 

   会計士補   １名 

   その他     ２名 

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

a. 社外取締役 

 
  

b. 社外監査役 

 
  

（２）役員報酬の内容 

 当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)における当社の取締役及び監査役に対

する役員報酬並びに監査法人に対する監査報酬は以下のとおりであります。 

  役員報酬の内容 

    取締役 ３名 20,833千円 

    監査役 ３名  7,000千円 

  

（３）監査報酬の内容 

    監査報酬の内容 

      公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 10,950千円 

      上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

（４）責任限定契約の内容の概要 

 当社の社外取締役および社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき同法423条第１項の損

害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、社外取締役

は５百万円以上であらかじめ定めた金額または法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額、社外

監査役は１百万円以上であらかじめ定めた金額または法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額

となっております。 

  

氏名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係

中本   浩 ― ― ― ―

佐藤 丈三 親会社の執行役 ― 仕入取引あり ―

中塚 康二 親会社の取締役兼執行役 ― 仕入取引あり ―

敷島 為久 兄弟会社の代表取締役 ― 仕入取引あり ―

氏名 人的関係 資本的関係 取引関係 その他の利害関係

野原 正廣 ― ― ― ―

小林 稔忠 親会社の取締役 株主 ― ―

庄司 友彦 親会社の取締役 ― ― ―

戸谷 雅美 親会社の取締役 ― ― ―

高野 健二 親会社の従業員 ― ― ―



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

また、当事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作

成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成18年12月26日 内閣府令第88号）附則第３項の

ただし書きにより、改正後の財務諸表等規則を早期に適用しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31

日まで）の財務諸表については中央青山監査法人により、当事業年度（平成18年４月１日から平成19年３

月31日まで）の財務諸表についてはビーエー東京監査法人により監査を受けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 第９期事業年度の財務諸表 中央青山監査法人（現みすず監査法人） 

 第10期事業年度の財務諸表 ビーエー東京監査法人  

  

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社を有していないため、連結財務諸表は作成しておりません。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 632,467 773,756

 ２ 受取手形 339 ─

 ３ 売掛金 358,527 421,693

 ４ 商品 53,039 70,603

 ５ 貯蔵品 ─ 905

 ６ 前払費用 4,476 5,790

 ７ 未収入金 34,636 28,398

 ８ 未収消費税等 32,925 ─

 ９ 供託金 14,400 14,400

 10 その他 3,582 127

   貸倒引当金 △27,342 △26,168

   流動資産合計 1,107,051 88.2 1,289,507 93.0

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 1,140 ─

    減価償却累計額 495 644 ─ ─

  (2) 器具備品 21,358 25,011

    減価償却累計額 13,152 8,206 16,606 8,405

   有形固定資産合計 8,851 0.7 8,405 0.6

 ２ 無形固定資産

  (1) 商標権 2,994 2,846

  (2) ソフトウェア 135,270 51,993

  (3) のれん ─ 32,300

  (4) その他 168 168

   無形固定資産合計 138,432 11.0 87,308 6.3

 ３ 投資その他の資産

  (1) 差入敷金及び保証金 700 1,306

  (2) 従業員長期貸付金 975 975

   貸倒引当金 ─ △567

   投資その他の資産合計 1,675 0.1 1,714 0.1

   固定資産合計 148,959 11.8 97,428 7.0

   資産合計 1,256,011 100.0 1,386,935 100.0

 



 
  

 

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 ※２ 574,746 703,706

 ２ 未払金 127,571 133,065

 ３ 未払法人税等 2,018 2,792

 ４ 未払消費税等 ― 3,508

 ５ 前受金 112,865 30,558

 ６ 預り金 2,527 3,371

 ７ その他 2,426 ─

   流動負債合計 822,155 65.5 877,003 63.2

Ⅱ 固定負債

 １ 退職給付引当金 11,929 9,112

 ２ 役員退職引当金 3,042 2,636

   固定負債合計 14,971 1.1 11,748 0.9

   負債合計 837,127 66.6 888,752 64.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 639,128 50.9 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

  資本準備金 451,250 ―

   資本剰余金合計 451,250 35.9 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

  当期未処理損失 671,494 ―

   利益剰余金合計 △671,494 △53.4 ― ―

   資本合計 418,883 33.4 ― ―

   負債及び資本合計 1,256,011 100.0 ― ―



 
  

前事業年度
(平成18年３月31日)

当事業年度 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ― 601,278 43.4

 ２ 資本剰余金

    資本準備金 ― 182,395

    資本剰余金合計 ― ― 182,395 13.1

 ３ 利益剰余金

    その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 ― △285,489

    利益剰余金合計 ― ― △285,489 △20.6

   株主資本合計 ― ― 498,183 35.9

   純資産合計 ― ― 498,183 35.9

   負債純資産合計 ― ― 1,386,935 100.0



② 【損益計算書】 

  

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 9,009,501 100.0 8,995,324 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 期首商品棚卸高 47,784 53,039

 ２ 当期商品仕入高 ※１ 7,947,602 7,935,156

   合計 7,995,386 7,988,195

 ３ 期末商品棚卸高 ※２ 53,039 7,942,347 88.2 70,603 7,917,591 88.0

   売上総利益 1,067,153 11.8 1,077,732 12.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 広告宣伝費 14,384 13,749

 ２ 支払手数料 579,493 650,909

 ３ 荷造運賃 313,338 330,103

 ４ 貸倒引当金繰入額 25,662 ─

 ５ 役員報酬 25,184 27,831

 ６ 給料手当・賞与 127,110 136,781

 ７ 役員退職引当金繰入額 1,529 1,313

 ８ 退職給付費用 3,037 1,264

 ９ 法定福利費 14,175 14,392

 10 減価償却費 49,051 35,973

 11 その他 51,741 1,204,710 13.3 40,026 1,252,346 13.9

   営業損失 137,556 △1.5 174,613 △1.9

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 4 434

 ２ 仕入割引 2,718 1,966

 ３ その他 461 3,184 0.0 588 2,989 0.0

Ⅴ 営業外費用

 １ 株式交付費 ― 2,407

 ２ 固定資産除却損 ※３ 3,065 589

 ３ 貸倒引当金繰入額 ─ 567

 ４ その他 0 3,065 0.0 114 3,678 0.1

   経常損失 137,438 △1.5 175,302 △2.0

 



 
  

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １  役員退職引当金戻入 3,816 ─

 ２ 退職引当金戻入 2,040 ─

 ３ 賞与引当金戻入 5,832 ─

 ４ 貸倒引当金戻入 ─ 1,174

 ５ 償却債権取立益 ─ 11,688 0.1 1,364 2,538 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 貸倒引当金繰入額 10,332 ─

 ２ 貸倒損失 75,937 ─

 ３ 減損損失 ※４ ─ 86,269 1.0 110,493 110,493 1.2

   税引前当期純損失 212,018 △2.4 283,256 △3.2

   法人税、住民税 
   及び事業税

916 2,232

   法人税等調整額 ― 916 0.0 ─ 2,232 0.0

   当期純損失 212,934 △2.4 285,489 △3.2

   前期繰越損失 458,559 ―

   当期未処理損失 671,494 ―



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 

株主資本

純資産合計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

資本剰余金 

合計

その他利益 

剰余金 利益剰余金 

合計繰越利益 

剰余金

 平成18年３月31日残高 （千円） 639,128 451,250 451,250 △ 671,494 △ 671,494 418,883 418,883

 事業年度中の変動額

  新株の発行 182,395 182,395 182,395 ─ ─ 364,790 364,790

  減資 △ 220,244 △ 451,250 △ 451,250 671,494 671,494 ─ ─

  当期純損失 ─ ─ ─ △ 285,489 △ 285,489 △ 285,489 △ 285,489

 事業年度中の変動額合計（千円） △ 37,849 △ 268,854 △ 268,854 386,004 386,004 79,300 79,300

 平成19年３月31日残高 （千円） 601,278 182,395 182,395 △ 285,489 △ 285,489 498,183 498,183



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日  
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日  
至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

   税引前当期純損失 △212,018 △283,256

   減価償却費 49,051 35,973

   減損損失 ─ 110,493

   貸倒引当金の減少額 △438,538 △607

   役員退職引当金の減少額 △2,782 △405

   退職給付引当金の減少額 △9,546 △2,817

   賞与引当金の減少額 △8,690 ─

   受取利息 △4 △434

   株式交付費 ─ 2,407

   固定資産除却損 3,065 589

   売上債権の減少額（増加額△） 734,358 △62,826

   棚卸資産の増加額 △5,254 △18,469

   仕入債務の増加額（減少額△） △104,093 128,960

   前受金の増加額（減少額△） 105,146 △82,307

   未払金の増加額（減少額△） △2,214 5,494

   その他資産の減少額（増加額△） △41,236 41,745

   その他負債の増加額（減少額△） △1,698 1,926

    小計 65,543 △123,534

   利息の受取額 4 434

   法人税等の支払額 △708 △1,901

   営業活動によるキャッシュ・フロー 64,839 △125,001

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

   有形固定資産の取得による支出 △421 △3,653

   無形固定資産の取得による支出 △74,185 △39,832

   貸付による支出 ─ △1,200

   貸付金の回収による収入 303 1,200

   差入敷金及び保証金の支払いによる支出 ─ △606

   差入敷金及び保証金の払戻による収入 7,281 ─

   事業の譲受による支出 ※２ ─ △52,000

   投資活動によるキャッシュ・フロー △67,022 △96,092

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

   株式の発行による収入 1,250 362,382

   財務活動によるキャッシュ・フロー 1,250 362,382

Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額（減少額△） △932 141,289

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 633,399 632,467

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 632,467 773,756



⑤ 【損失処理計算書】 

  

 
  

  

注記 
番号

前事業年度
（平成18年３月期）

区分 金額(千円)

Ⅰ 当期未処理損失 671,494

Ⅱ 損失処理額 ―

Ⅲ 次期繰越損失 671,494



重要な会計方針 

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品

移動平均法による原価法

 通常の販売目的で保有するたな卸資

産

移動平均法による原価法（貸借対

照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下げの方法により算定）によっ

ております。

２ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は、以下のと

おりであります。

建物…………10年

器具備品……４～６年

(1) 有形固定資産

定率法

なお、主な耐用年数は、以下のと

おりであります。

器具備品……４～６年

(2) 無形固定資産

定額法

なお、耐用年数については、法人

税法に規定する方法と同一の基準に

よっております。

ただし、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用可能

期間（５年）によっております。

(2) 無形固定資産

定額法
なお、耐用年数については法人税
法に規定する方法と同一の基準に
よっております。 
 のれんについては５年間で毎期
均等額を償却しております。 
 自社利用のソフトウェアについ
ては、社内における利用可能期間
（５年）によっております。



項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率

法により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案して、回収不能見込額を計上して

おります。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金 

当期より年俸制に移行したことに伴

い、賞与引当金は計上しておりませ

ん。

(2) 

───────

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

期末における退職給付債務の見込額

に基づき、当期末において発生して

いると認められる額を計上しており

ます。 

なお、退職給付債務の計算について

は、簡便法によっております。

(3) 退職給付引当金

同左

(4) 役員退職引当金 

役員退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

(4) 役員退職引当金

同左

４ 繰延資産の処理方法 ───────  株式交付費

支出時に全額費用として処理してお

ります。



 
  

会計処理の変更 

 
  

  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

─────

６ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

手許現金、随時引出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３カ月以内に

償還期限の到来する短期投資からな

っております。

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

 固定資産の減損に係る会計基準

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６

号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

─────

───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当事業年度より「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成17年

12月９日）を適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する金額は498,183千円で

あります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

───── （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」

（企業会計基準第９条 平成18年７月５日）が平成20年

３月31日以前に開始する事業年度に係る財務諸表から適

用できることになったことに伴い、当事業年度から同会

計基準を適用しております。 

 これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益

は、それぞれ6,816千円減少しております。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
  

(損益計算書関係) 

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

※１ 会社が発行する株式の総数 普通株式69,000株

   発行済株式総数 普通株式18,825株

※２ 関係会社に対する債務

買掛金 55,477千円

 

 

※１
─────

※２ 関係会社に対する債務

買掛金 286,008千円

３ 資本の欠損

   資本の欠損の額は671,494千円であります。

３
─────

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１
─────  

※１関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれて
おります。

仕入高 1,809,278千円

※２
─────

※２期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金
額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれ
ております。

6,816千円

※３固定資産除却損の内訳 

 

構築物 2,139千円

器具備品 926千円

 

※３固定資産除却損の内訳 

 

建物 589千円

※４

─────

 

※４減損損失

当社は当事業年度において以下のとおり減損損失を認識

しました。 

（減損損失を認識した資産及び減損損失の金額）

場所 用途 種類 金額（千円）

本社
神奈川県 
横浜市

基幹システム
及び自社サイト

ソフトウェア 110,493

合計 110,493

（資産グルーピングの方法） 

当社は、インターネットを利用した無店舗販売を単一の

事業として行っており、本社機能を一体として管理会計

上の区分を行っているため、全社をひとつの資産グルー

プとして減損損失を認識しております。

（減損会計に至った経緯） 

平成18年12月及び平成19年４月に基幹システムを入れ替

えることを予定しており、当初の予定より著しく早期に

基幹システム及び自社サイトソフトウェアを除却により

処分することになったためであります。

（回収可能価額の算定方法） 

回収可能価額については正味売却価額により測定してお

ります。 

償却資産については、減価償却計算に用いられる税法規

定等に基づく残存価額を正味売却価額として算定してお

ります。



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

          ストックオプションの行使による増加      27株 

          第三者割当増資による増加         2,500株 

  

２ 自己株式に関する事項 
  

該当事項はありません。 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  
４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 
該当事項はありません。 

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

該当事項はありません。 

株式の種類 前事業年度末株式数 増加株式数 減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式(株) 18,825 2,527 ─ 21,352



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１現金及び現金同等物の期末残高（632,467千円）と

貸借対照表に記載されている「現金及び預金」の金額は

同額であります。

※２

─────

※１現金及び現金同等物の期末残高（773,756千円）と

貸借対照表に記載されている「現金及び預金」の金額は

同額であります。

※２事業の取得

 当事業年度に事業の譲受けにより増加した資産の内訳

は次の通りであります。

のれん 37,000 千円
ソフトウェア 15,000 千円

合計 52,000 千円



(リース取引関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

─────

 

取得価額 
相当額

減価償却 
累計額 
相当額

期末残高
相当額

(千円) (千円) (千円)

ソフトウェア 23,120 23,120 ―

計 23,120 23,120 ―

 

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 ―千円

１年超 ―千円

合計 ―千円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 3,762千円

減価償却費相当額 3,468千円

支払利息相当額 50千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

 



(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

(退職給付関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

 当社は、退職一時金制度を採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

 同左

２ 退職給付債務及びその内訳

(1) 退職給付債務 △11,929千円

(2) 退職給付引当金 △11,929千円

２ 退職給付債務及びその内訳

(1) 退職給付債務 △9,112千円

(2) 退職給付引当金 △9,112千円

３ 退職給付費用

勤務費用 3,037千円

３ 退職給付費用

勤務費用 1,264千円

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

該当事項はありません。

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

同左



(ストック・オプション等関係) 

当事業年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況   

(１)ストック・オプションの内容 

 
(注)株式数に換算して記載しております。 

(２)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度（平成19年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプシ

ョンの数については、株式数に換算して記載しております。 

 ①ストック・オプションの数 

 
 ②単価情報 

平成15年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数
当社取締役 4名

当社監査役 2名

当社従業員 27名

株式の種類別のストック・オプションの数（注） 普通株式 390株

付与日 平成15年7月25日

権利確定条件 ─────

対象勤務期間 ─────

権利行使期間 ４年間（自平成17年９月１日 至平成21年８月31日）

平成15年ストック・オプション

権利確定前            株

 前事業年度末 ─

 付与 ─

 失効 ─

 権利確定 ─

 未確定残 ─

権利確定後            株

 前事業年度末 258

 権利確定 ─

 権利行使 27

 失効 33

 未行使残 198

平成15年ストック・オプション
権利行使価格 （円） 83,334

行使時平均株価 （円） 272,167

付与日における公正な評価単価 （円） ─



(税効果会計関係) 

  

 
  

  

前事業年度 
(平成18年３月31日)

当事業年度
(平成19年３月31日)

 

 

１ 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

貸倒引当金 10,928千円

未払事業税 412千円

繰越欠損金 298,349千円

その他 1,968千円

小計 311,658千円

評価性引当金 △311,658千円

合計 ―千円

繰延税金資産(固定)

役員退職引当金超過額 1,215千円

退職給付引当金繰入限度超過額 4,768千円

小計 5,984千円

評価性引当金 △5,984千円

合計 ―千円
 

 

 

１ 繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)

貸倒引当金 10,686千円

未払事業税 200千円

繰越欠損金 370,832千円

その他 ─千円

小計 381,719千円

評価性引当金 △381,719千円

合計 ─千円

繰延税金資産(固定)

 減損損失 44,164千円

役員退職引当金超過額 1,053千円

退職給付引当金繰入限度超過額 3,642千円

小計 48,860千円

評価性引当金 △48,860千円

合計 ─千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0%

（調整）

交際費等永久損金不算入項目 △0.2%

住民税均等割額等 △0.4%

評価性引当金 △39.8%

その他 △0.8%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.4%

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.0%

（調整）

交際費等永久損金不算入項目 △0.1%

住民税均等割額等 △0.8%

評価性引当金 △39.9%

その他 ─%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △0.8%



(持分法損益等) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

関連会社が存在しないため該当事項はありません。 

  

当事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

関連会社が存在しないため該当事項はありません。 

  



（関連当事者との取引） 

第９期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注) １ 議決権等の被所有割合の〔 〕内は、緊密な者又は、同意している者の所有割合で、外数となっておりま

す。 

２ 商品の仕入条件は一般的仕入条件と同様であります。 

３ 取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高は消費税が含まれております。 

  

第10期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

 
(注)１ 議決権等の被所有割合の〔 〕内は、緊密な者又は、同意している者の所有割合で、外数となっておりま

す。 

２ 商品の仕入条件は一般的仕入条件と同様であります。 

３ 取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高は消費税が含まれております。 

  

２ 役員及び個人主要株主等 

  

 
(注)１ 弁護士報酬については、一般の取引と同様な条件で行っております。 

２ 取引金額には消費税は含まれておりません。 

３ 兄弟会社 

  

 
(注)１ 商品の仕入条件は一般的仕入条件と同様であります。 

２ 取引金額には消費税は含まれておりません。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 ㈱ノジマ
神奈川
県相模
原市

2,430,096

AV(オーディ
オ・ビ ジ ュ
アル)・家電
等の販売

(被所有)
直接44.6

〔6.3〕
兼任７名 ― 商品仕入 343,448 買掛金 55,474

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又 
は出資金 
(千円)

事業の内容 
又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合
(％)

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社 ㈱ノジマ
神奈川
県相模
原市

4,295,745

AV(オーディ
オ・ビ ジ ュ
アル)・家電
等の販売

(被所有)
直接51.0

〔5.6〕
兼任７名

商品の
仕入先

商品仕入 1,647,737 買掛金 255,582

属性 氏名 住所

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容 

又は職業

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関係内容

取引の内容
取引金額 

（千円）
科目

期末残高

（千円）役員の 

兼任等

事業上の

関係

役員 戸谷 雅美 ─ ─

オリック 

東京法律 

事務所 

代表弁護士

─ ─ ─ 弁護士報酬 5,976 ─ ─

役員 稲山 昌二 ─ ─
当社の 

取締役

（被所有） 

直接0.1
─ ─

金銭の貸付

と回収
1,200 ─ ─

属性
会社等 

の名称
住所

資本金又 

は出資金 

（千円）

事業の内容 

又は職業

議決権等の所

有（被所有）

割合（％）

関係内容

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）
役員の兼

任等

事業上の

関係

親会社の

子会社
㈱WAVE

神奈川県

横浜市
636,500

映画DVDソフ

ト及び音楽

CDその他 

関連商品の

販売

─ 兼任１名
商品の仕

入先
商品仕入 161,541 買掛金 30,426



(企業結合関係) 

前事業年度 
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

（事業譲受け）

───── １．日本テレホン㈱の事業の譲受けについて

①事業譲受けの内容 

日本テレホン㈱のインターネット通信事業に関わる事業

の譲受け。

②事業譲受けの目的 

「ReBooooM：リブーム」商標並びに経営資源等を引き継

いで、有効に活用していくことにより、「ReBooooM：リ

ブーム」の既存会員を確保し、新事業「ReBooooM：リブ

ーム」と、当社既存ウェブサイト店舗「い～でじ!!」会

員に対する相互アピールによる相乗効果により、当社の

業績を増進させることを目的としております。

③譲受け資産の額 

のれん15,000千円

④譲受価額 

譲受価額は15,000千円であります。

⑤譲受日 

平成18年６月１日 

なお、商標「ReBooooM」は、平成18年９月15日付で

「MediaTown」に商標変更しております。

２．長瀬産業㈱の事業の譲受けについて

①事業譲受けの内容 

長瀬産業㈱のインターネット通信事業に関わる事業の譲

受け。

②事業譲受けの目的 

長瀬産業㈱のインターネット通信事業「DVDIRECT」の商

標並びにインターネット通信販売事業に係る経営資源等

及び「DVDIRECT」の既存会員に対する今後の利便性等を

確保するため、事業の基盤増強を図ることを目的として

おります。

③譲受け資産の額 

のれん22,000千円、ソフトウェア15,000千円

④譲受価額 

譲受価額は37,000千円であります。

⑤譲受日 

平成18年10月１日



(１株当たり情報) 

 
（注）１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 
  

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 22,251円45銭 23,331円95銭

１株当たり当期純損失
11,316円67銭 15,094円90銭

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益については、１株当

たり当期純損失であるため、記載

しておりません。

同左

項目
前事業年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

損益計算書上の当期純損失(千円) 212,934 285,489

普通株式に係る当期純損失(千円) 212,934 285,489

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ─

普通株式の期中平均株式数(株) 18,816 18,913

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成15年６月25日 

(新株予約権86個)

新株予約権 

株主総会の特別決議日 

平成15年６月25日 

(新株予約権61個)



(重要な後発事象) 

 

前事業年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

Ⅰ．資本金の額の減少及び資本準備金の額の減少について

  平成18年５月23日開催の取締役において、下記のとお
─────

  り「資本金の額の減少」及び「資本準備金の額の減

  少」について決議しております。

 １． 資本金の額の減少

 （１） 目的

     繰越損失の解消及び財務体質の改善・強化に努める

     ことを目的とする。

 （２）要領

  ①  減少すべき資本金の額の金額

     資本金の額639,128,005円を220,244,406円減少

     し418,883,599円とする。

  ②  資本金の額の減少の方法

     発行済株式総数の変更を行わず、資本金の額 

     を減少する方法による 

 （３）日程

  ①  取締役会決議日 平成18年５月23日

  ②  株主総会決議日 平成18年６月16日

  ③  債権者異議申述公告日 平成18年６月19日

  ④  債権者異義申述最終日 平成18年７月20日

  ⑤  効力発生日 平成18年７月21日

 ２． 資本準備金の額の減少

 （１） 目的

     繰越損失の解消及び財務体質の改善・強化に努める

     ことを目的とする。

 （２） 要領

     資本準備金の額451,250,005円の全額を減少させ、

     １．記載の資本金の減少額220,244,406円とあわ

     せて繰越損失671,494,411円を一掃するものです。

 （３）日程

  ①  取締役会決議日 平成18年５月23日

  ②  株主総会決議日 平成18年６月16日

  ③  債権者異議申述公告日 平成18年６月19日

  ④  債権者異義申述最終日 平成18年７月20日

  ⑤  効力発生日 平成18年７月21日

  なお、資本金及び資本準備金の額の減少につきましては

   平成18年６月16日開催の定時株主総会におきまして

   承認可決されました。

Ⅱ．営業譲受について

  当社は、平成18年５月23日開催の取締役会において、

  日本テレホン㈱のインターネット通信販売事業

  「Re-BooooM:リブ―ム」の営業を譲受ける決議し同日付

  で営業譲渡契約を締結致しました。 

  その、概要は次の通りであります。

 １． 営業譲受けの内容

    日本テレホン㈱のインターネット通信販売事業 

    「ReBooooM:リブーム」に関わる営業の譲受け。

 ２． 譲受け価格

    譲受け価格は、25,000千円であり、その内訳は会

    員 データ等15,000千円、商標等使用料10,000千円

    であります。

 ３． 譲受日

    平成18年６月１日



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

該当事項はありません。 

  

【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) １．当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
２．当期減少額の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

【借入金等明細表】 

         該当事項はありません。 

  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高 
(千円)

有形固定資産

 建物 1,140 ― 1,140 ― ― 55 ―

 器具備品 21,358 3,653 ― 25,011 16,606 3,454 8,405

有形固定資産計 22,498 3,653 1,140 25,011 16,606 3,509 8,405

無形固定資産

 商標権 4,264 285 ― 4,549 1,702 433 2,846

 ソフトウェア 212,252 54,547
110,493 
(110,493)

156,306 104,313 27,331 51,993

 のれん ― 37,000 ― 37,000 4,700 4,700 32,300

 その他 168 ― ― 168 ― ― 168

無形固定資産計 216,684 91,832
110,493 
(110,493)

198,023 110,716 32,464 87,308

ソフトウェア 自社サイトの機能充実に係わる
システム投資及び新機関システム 54,547 千円

のれん 日本テレホン㈱及び長瀬産業㈱の
営業の譲受けによるのれん 37,000 千円



【引当金明細表】 

 
（注）１．貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、洗替えによる戻入額であります。 

   ２．役員退職引当金の「当期減少額」欄の金額は、退職役員に支払った額であります。 

  

  

  

  

  

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金 27,342 1,068 ― 1,675 26,735

役員退職引当金 3,042 1,313 1,719 ― 2,636



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

ａ 現金及び預金 

  

 
  

ｂ 売掛金 

イ 相手先別内訳 
  

 
  

ロ 売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 293

預金
普通預金

773,463

合計 773,756

相手先 金額(千円)

UFJニコス株式会社 174,204

㈱ジェーシービー 68,514

KDDI㈱ 57,967

佐川急便㈱ 57,226

㈱楽天 24,665

アメリカンエキスプレスInc 14,417

その他 24,697

計 421,693

期首残高 
(千円) 
(Ａ)

当期発生高 
(千円) 
(Ｂ)

当期回収高
(千円) 
(Ｃ)

当期末残高
(千円) 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)

２
(Ｂ)
365

358,527 11,593,477 11,530,311 421,693 96.5 12.3



ｃ 商品 
  

 
  

② 負債の部 

ａ 買掛金 

  

 
  

ｂ 未払金 

  

 
  

  

区分 金額(千円)

オーディオ・ビジュアル関連商品 23,330

パソコン関連商品 13,116

家電品 4,912

DVDソフト 17,472

ゲーム 6,694

その他 5,077

合計 70,603

相手先 金額(千円)

松下電器産業㈱ 298,064

㈱ノジマ 255,582

㈱WAVE 30,426

㈱ソニー・コンピュータエンタテインメント 25,544

JESNET㈱ 24,882

その他 69,206

計 703,706

相手先 金額(千円)

楽天㈱ 50,790

佐川急便㈱ 24,375

ヤフー㈱ 18,100

従業員 11,261

日本レコードセンター㈱ 5,299

その他 23,238

計 133,065



(3) 【その他】 

訴訟について 

 当社の元代表取締役社長熊本 邦彦、並びに元取締役兼情報システム部長戎 弘一に対し、平成17年７

月22日付で、東京地方裁判八王子支部に「損害賠償請求」に関する訴訟の提起をいたしました。 

訴訟内容は、 

（１） 商品代金請求遅延債権のうち平成17年６月30日現在で回収が不可能とみなされるもの  

（２)  請求が遅延した売掛金の調査及び回収に要する費用  

 (３) 戎元取締役兼情報システム部長が定められた社内手続を経ず、独断で発注し、開発途上にあ 

      ったソフトウェアの対価 

以上の合計金額74百万を取締役の善管注意義務違反及び忠実義務違反に起因するものとして熊本邦彦、

戎 弘一両名に連帯して支払を求める損害賠償の訴訟を東京地方裁判所八王子支部に提起し、現在、八

王子支部から移送され東京地方裁判所本庁に係属しております。  

訴訟の状況は、現在係争中であります。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 １株券 10株券 100株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社 本店

  株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番２号 東京証券代行株式会社

  取次所 中央三井信託銀行 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 株券１枚につき印紙税相当額に50円を加えた額

単元未満株式の買取り

  取扱場所 ―

  株主名簿管理人 ―

  取次所 ―

  買取手数料 ―

公告掲載方法 日本経済新聞

株主に対する特典 該当事項はありません



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

  事業年度 第９期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月19日関東財務局長に提

出 

(2) 半期報告書 

  事業年度 第10期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月14日関東財務局長に

提出 

(3) 有価証券届出書及びその添付書類 

  第三者割当増資についての有価証券届出書 平成19年３月６日関東財務局長に提出 



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月１６日

株式会社イーネット・ジャパン 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社イーネッ

ト・ジャパンの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社イーネッ

ト・ジャパンの平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年６月１６日の定時株主総会で「資本金の額の減少」及び「資本準

備金の額の減少」について決議した。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１８年５月２３日の取締役会で日本テレホン（株）から、インターネッ

ト通信販売事業「Re-Boooom：リブーム」を営業譲受することを決議し、同日付で営業譲渡契約を締結した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 和 田 芳 幸 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 吉 田 亮 一 

      



独立監査人の監査報告書 
 

                                     平成19年６月22日 

株式会社イーネット・ジャパン 

 取締役会 御中 

  

   
  

 
  

 
  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社イーネット・ジャパンの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第10期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明

細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社イーネット・ジャパンの平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年

度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用して

いる。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

                                         以  上 

 
  

ビーエー東京監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 原   伸 之

指定社員 
業務執行社員

公認会計士 若 槻   明

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。
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